
「飯舘村長泥地区環境再生事業運営協議会」第一回資料（平成３０年８月２７日）
http://josen.env.go.jp/chukanchozou/facility/effort/recycling/pdf/recycling_iitate_1808.pdf

「全国で再利用」と言いながら福島県内で再利用か？
汚染者負担の原則は？処理を任せて東電自らは再稼働か？



出典：環境省パンフレッド 「除染土壌などの中間貯蔵施設について」

http://josen.env.go.jp/material/pdf/dojyou_cyuukan.pdf



全国「再利用」と県外「埋立最終処分」
同時進行する問題と共に、それらをどう解決させるか？

■全国で起きようとしていること（8000ベクレル／kg以下）

福島県内2200万ｍ３の除染土を30年以内に県外で最終処分したいが、

必要な規模の最終処分場を確保できないので、

全国の公共事業等で管理して「再利用」する。

環境省は「手引き」を作ろうとしている。

自治体はＮＯと言える（経済的、環境的、社会的に変だ）。

「管理」（ダブルスタンダード批判逃れ）の手段、手法、年限は明らかではない。

■県外７（岩手、宮城、茨城、栃木、群馬、埼玉、千葉）県のみで起きること

市町村単位で保管している除染土を「埋立最終処分」する。

環境省は放射性物質汚染対処特措法「施行規則」を作ろうとしている。

自治体は国に代行させることも法律上は可能。

依然残る、汚染者負担の原則問題（求償の問題ではない）

■年内の政府の狙い：空間線量管理でもなければ土壌線量管理でもない、

空間線量×０．６の個人線量計管理による避難指示解除とバリケード外し（案）



特定復興再生拠点区域における放射線防護対策に関する骨子案及び調査結果について
平成30年11月 内閣府原子力被災者生活支援チーム 資料より抜粋
原子力規制委員会平成３０年１１月２８日 http://www.nsr.go.jp/data/000254389.pdf

飯舘村長泥地区では
復興拠点のすぐ脇で
除去土壌の再利用。

空間線量０．６がけ
で個人線量管理か？



飯舘村復興アドバイザー
田中俊一氏から原発ゼロの会
視察議員への提供資料
２０１８年１２月１９日


